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（３）月例経営分析表 

月例経営分析表は、関与先企業が適切な意思決定を行うために不可欠である経営管理・利益管理のための資料

となるもので、「期中分析用（Ａ型）」と「決算分析用（Ｂ型）」の 2種類があります。この分析表では『ＴＫＣ経

営指標』（ＢＡＳＴ）最新版の数値による同業者比較ができます。 

 

①期中分析用の月例経営分析表（Ａ型） 

文章表現と図表により関与先企業ごとの経営成績を解説したもので、以下の 1)～3)の 3表から構成されてい

ます。 

 

1)変動損益計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「変動損益計算書」は、経営者の意思決定を支援するため、経営上の採算点（損益分岐点）を容易に捉え

ることができるようにしたものです。直接原価計算の考え方に基づき、費用を売上高の伸びに比例する費用

（変動費）とそうでない費用（固定費）に分けています。 

 

単月および累計額を基礎として、予算対比、および前年対比の分析を表示できます。予算対比分析を行う

には、「ＴＫＣ継続ＭＡＳシステム」等で策定した予算をＴＫＣに登録する必要があります。予算を登録し

ていない場合は、指定により前々年の実績を出力できます。（73頁参照） 

 

帳表の下段には、「収益性」を判断するための 6 つの経営指標が表示されます。各指標には「当期実績」、

「前年同期（前年同月）」とその「差異」が表示され、「業績向上のための改善ポイント」が文章情報で分か

りやすく表示されます。この改善ポイントは、指標ごとに、前期実績や『ＴＫＣ経営指標』（ＢＡＳＴ）（18

頁）との比較分析などをもとに、システムで総合的に判断して出力します。これにより、関与先企業の経営

者に、数字による説明だけでなく文章情報による経営状態の説明を簡単に行えます。 

 

また、『ＴＫＣ経営指標』（ＢＡＳＴ）の最新版の「黒字企業平均」値および「優良企業平均」値も併せて

表示されています。 
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2)要約貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「要約貸借対照表」は、企業の財政状態を表す貸借対照表を要約し、経営者が必要とする情報に的を絞っ

て表示したものです。この要約貸借対照表には、「期首有高」「期中増減」および「当月」有高が表示されま

す。 

 

帳表の右側（①）には、安全性分析の主要な指標である「流動比率」「当座比率」「固定長期適合率」「自

己資本比率」について、当月および前年同月の分析値が表示されます。「判定」の欄には、あらかじめ設定

された基準値を基に「優良」「健全」「平均」「注意」「危険」の 5段階の評価が出力されます。この基準値は

修正可能です（74頁参照）。 

 

また、期首と当月の有高については、「資産合計（総資産）」を 100％とした「構成比」が表示されます。

これにより、期首と比較してどの項目が増減したのかが一目で理解できるため、企業経営者は、自社の財政

状態を瞬時に把握できます。 

 

要約貸借対照表の下段には、変動損益計算書と同様に、「業績向上のための改善ポイント」が文章情報で

出力されます。 

①
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3)資金移動図表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「資金移動図表」は、企業の血液ともいえる「資金」の流れを図表で分かりやすく示し、文章表現や図表

を多く用いて、経営者が直感的に理解できる帳表です。「損益計算書」の図表と「資金移動図表」から構成

されています。左側の「損益計算書」は、変動損益計算書から、売上高が 100％（100 個のコインをイメー

ジした「○」印を表示）となるように資金の増加要因を「○」印で表示し、資金の減少要因を「●」印で表

示しています。 

 

損益会計では、その主たる目的を「発生主義を基調とした期間損益計算」においています。そのために、

各種の財務諸表だけでは、資金の流れを正確に把捉できません。そこで、「売上等によって得たはずの資金

がどこへ行ってしまったのか？」を分かりやすく解説するために、「資金移動図表」が活用できます。 

 

発生主義会計では、「収益」や「費用」の発生がそのまま資金の増加や減少とはなりません。在庫の増加・

減少や売掛金の増加・減少といった要素も資金の増加や減少に影響を及ぼします。そこで、「資金移動図表」

では、「総収益＝経常収入」とならない原因と「総費用＝経常支出」とならない原因を表示しています。こ

の資金の増加又は減少となる原因を加味し、「経常収入（実際の現金収入）」「経常支出（実際の現金支出）」

および「経常収支（経常収入－経常支出）」を計算します。このように、「資金移動図表」では、損益計算書

を出発点として、最終的な資金の増減を表示しています。 
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②決算分析用の月例経営分析表（Ｂ型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「決算分析用の月例経営分析表（Ｂ型）」は、29項目の「１収益性分析」と 24項目の「２生産性／安全性分

析」からなる経営分析と、「変動損益計算書」および「資金運用表」から構成されています。さらに「生産性・

安全性分析」の 24項目は、「生産性分析」「安全性分析」「損益分岐点分析」「成長性分析」に分類しています。 

 

「３変動損益計算書」の右側 3列を使って、任意の単位（例えば売り場面積）当りの売上高や変動費、固定

費を捉える「ユニット分析」ができます。このユニット分析によって、単位当りの損益分析が明確になり、経

営者の意思決定に役立つ情報を提供できます。 

なお、企業独自の単位を設定しない場合は、初期値である「従業員当り累計（当期）／従業員当り累計（前

期）／対比（当期／前期）」が表示されています。 

 

「４資金運用表」は、貸借対照表の各科目残高の期首からの増減を「源泉（調達）」と「使途（運用）」に区

分して表示したものです。 

これにより、「資金をどこから調達したのか」「資金の不足の原因は何か」を把握し、資金繰りの状況や支払

能力を見ることができます。 


